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1. はじめに 
我が国における環境基本計画とは、環境基本法第 15 条によれば、政府が定
める、“環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため”の“基
本的な計画”である[1-3]。この環境基本法は、環境基本計画の策定を国に対して
だけ義務付けている。地方公共団体の環境施策に関する内容は、同法第 7 条及
び第 36 条に示されている[4,5]。第 7 条は、“地方公共団体は”“環境の保全に関
し、国の施策に準じた施策”“を策定し、及び実施する責務を有する”としてお
り、環境施策の責務を定めている。第 36 条は、“地方公共団体は”“国の施策
に準じた施策”に関して“総合的かつ計画的な推進を図りつつ実施するものと
する”としており、施策推進の指針を定めている。地方公共団体は、環境基本
計画の策定義務を有していないが、第 36 条における環境施策の総合的、計画
的な推進・実施を行うために、基本となる計画の策定を実質的に求められてい
る。環境省が行ったアンケート調査（2016 年度、有効回収率 73.9%）によると、
環境施策の基本となる計画を策定している地方公共団体の比率は、都道府県及
び政令市ではともに 100％、市区町村では 79.5%である[6]。このように、実態
をみると、多くの地方公共団体が、環境施策の基本となる計画として、各地方
公共団体の名称を冠した環境基本計画を策定している。 
本報では、杉並区における環境施策の総合的、計画的な実施状況を明らかに
し、これまでに策定及び改定されてきた杉並区環境基本計画の基本目標及び主
要な環境目標の変遷について考察する。 
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2. 杉並区環境基本計画の策定根拠 
国の環境基本計画が環境基本法を根拠に策定されることに対して、地方公共
団体における環境基本計画策定の根拠は少なくとも次の 3 つが考えられる。そ
れは、①地方公共団体が環境基本計画の策定に関する条例を制定している、②
総合計画に属する分野別（部門別）計画として策定する、あるいは、③前述の
環境基本法第 7 条及び第 36 条に基づく地方公共団体の責務及び施策推進指針
を根拠として策定する[4,5]、である。②の地方公共団体における総合計画とは、
通常、基本構想、基本計画、実行計画の 3 つで構成される。杉並区において対
応する名称はそれぞれ、杉並区基本構想、杉並区総合計画（以前は長期計画）、
杉並区実行計画（以前は実施計画）である。なお、総務省は市区町村における
基本構想の義務付けを廃止したが[7]、杉並区は杉並区自治基本条例を改正し、
“基本構想を議会承認を経て定め”、“総合的な施策に関する計画等”（総合計画）
を策定することとしている[8]。 
最初の杉並区環境基本計画は、1996（平成 8）年に、杉並区基本構想に基づ
いて策定された（前述の②に該当）[9]。時期に関して、東京都環境基本計画の
策定が 1997（平成 9）年であり、杉並区環境基本計画はそれよりも前に策定さ
れている。1997（平成 9）年には、杉並区環境基本条例が施行された[14]。この
条例は、第 9 条において環境基本計画の策定を定めるとともに、附則にて前年
に策定された杉並区環境基本計画を本条例第 9 条で定める計画に該当すること
とした。従って、現在の杉並区環境基本計画は、区の基本構想と併せて、杉並
区環境基本条例を根拠としている（前述の①及び②に該当）。 
 
3. 計画改定の要因 
1996（平成 8）年策定後、杉並区環境基本計画は、2003（平成 15）年、2010
（平成 22）年、2013（平成 25）年及び 2018（平成 30）年に改定されてきた[9-13]。
改定の目的は、“国内外、杉並区の環境を取り巻く状況の変化”、“国内外の動向
に的確に対処”するためとされる[10,11]。杉並区環境基本計画の序文及び改定趣
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旨文などをみると、主要な改定理由は大きく 2 つに分類される。 
A． 地球温暖化、環境汚染、エネルギー問題など社会状況の変化（全ての改
定）、環境に関連する法・条例の制定及び改正（2010 年改定） 
B． 新たな基本構想の策定（2003 年改定、2013 年改定）、国の政権交代によ
る環境政策の変革の可能性（2010 年改定） 
A は、多様に変化する環境問題への新たな取組みの必要性、国際的な新たな
基準設定などに基づいている。B は、環境問題とは直接的には関係なく、民主
的に変化する行政方針に基づいている。この間の首長（杉並区長）の交代時期
は 1999 年及び 2010 年であり[15]、その時期に新たな基本構想が策定された。
杉並区は、これら A 及び B に応じた適切な時期を見はからい、区全体の施策と
の整合性を図りつつ、環境基本計画を改定してきた。 
 
 
図 1 杉並区環境基本計画の体系と進行管理 
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4. 計画の体系と進行管理 
杉並区環境基本計画は、“区民、事業者、区の、各行動主体の行動計画とし
て位置づけられる”としている[9]。図 1 に示すように、この行動計画には、基
本目標が掲げられ、その基本目標ごとに定められた、各主体の役割（各主体が
行うべき環境配慮行動）で構成される。杉並区環境基本条例第 9 条では、区は
杉並区環境配慮行動指針を策定することとしており[14]、2000 年には、杉並区
環境行動指針（区民、事業者編）を策定している[13]。2003 年改定では、区民、
事業者の具体的な取組みについて、この杉並区環境行動指針を活用している[10]。
2013 年改定以降では、環境配慮行動指針が環境基本計画の中で明確に示されて
いる[12,13]。ここで、区の環境配慮行動とは、区が実施する環境施策（約 90 の
環境事業）を指す。2003 年改定以降は、定量的な数値目標をもつ環境事業の中
でも特に重要なものを“環境目標”として基本目標ごとに設定している（2013
年改定以降は単に“目標”としているが本報では環境目標と記載）。この環境目
標は、基本的には、上位の行政計画であり財政的裏付けをもつ総合計画や実行
計画、あるいは他の部門別計画（一般廃棄物処理基本計画、みどりの基本計画、
景観計画など）と整合性をもつように設定されている。杉並区環境白書は、環
境目標をはじめとした区の環境施策について、その達成状況を評価、公表して
いる。一方で、計画の中では、区民及び事業者の役割が示されているが、両者
の環境配慮行動に関する評価は困難である。区民に関しては、2012 年以降、杉
並区区民意向調査を活用している。質問内容に“環境に配慮した行動について”
としていくつかの項目を設定しているため、区民による環境配慮行動の実施状
況について評価することが可能となっている[16]。これらの結果を考慮し、前述
の適切な改定時期に目標や事業の見直しを行うことによって、計画の PDCA サ
イクルを機能させている。 
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表 1 杉並区環境基本計画の策定及び改定状況 
 
5. 基本目標の概要 
表 1 に、策定及び改定の時期、当初の対象期間及び基本目標を整理して示し
た。杉並区環境基本条例第 9 条では、区は杉並区環境配慮行動指針を策定する
こととし、区民、事業者及び区それぞれが行動すべき次の 7 つの事項を掲げて
いる[14]。 
・公害の防止や生活環境の保全に関すること。 
・水、緑及び動植物からなる自然環境の保全に関すること。 
・人と自然との豊かなふれあいの確保に関すること。 
・良好な景観の保全及び歴史的文化的遺産の保全に関すること。 
・資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用及びごみの減量に関すること。 
・地球温暖化防止、オゾン層の破壊防止等地球環境の保全に関すること。 
・その他環境への負荷の低減に関すること。 
これらの事項を包括的に対象とした 5 分野について、基本目標が掲げられて
いる。基本目標の数は、1996 年策定以降の改定においても踏襲されている。改
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定時に基本目標の番号（掲載順序）に変化があったが、その内容は基本的に変
更されていない。基本目標の対象は、以下のとおり、区民協働に関わるものと、
計画の対象に記載された 4 つの環境に関わる施策に該当する。 
・区民協働： 環境活動・環境教育の推進 
・自然環境： 水・みどり・動植物の保全、人と自然との豊かなふれあいの確保 
・都市環境： 良好な景観の保全、歴史的文化遺産の保全 
・生活環境： 公害防止 
・地球環境： 地球温暖化防止、オゾン層の破壊防止、エネルギーの有効利用、
資源の循環的な利用 
基本目標の特徴は、地球温暖化対策と廃棄物対策を分離せず同じ基本目標の
中に設定していること、並びに、快適なまちなみを環境課題として捉えて景観
や美化に関する目標を設定していること、が挙げられる。前者に関しては、1996
年策定の基本目標 5 の中で示された、“省資源・省エネルギーを推進し、温暖
化防止に寄与する”という方針を継承しているためである[9]。併せて、1996 年
策定時、京都議定書が締結されておらず、地球環境問題として地球温暖化問題
を現在ほど重視する状況ではなかったことも推測される[16]。後者の快適なまち
なみに関する基本目標の設定理由は、景観問題は緑生との関わりが深いこと（公
園、屋敷林などの自然的景観、農地の宅地化、開発時の緑化協定など）、公衆衛
生上の問題は生態系へ影響を与えること（ごみ集積所のカラス対策、害虫防除
など）、を考慮したためである[9]。 
表 1 には、策定及び改定における基本目標の番号も示した。2003 年改定で
は、順序の入れ替えがみられるが、それ以降の順序は定着している。特に、2003
年改定では、地球温暖化へ懸念が深まるなか、基本目標 1 として“持続的発展
が可能なまちをつくる”を掲げている。2013 年改定以降も、2011 年の東日本
大震災を受けて、エネルギー消費量削減と温暖化対策を兼ねた施策の重要性が
増し、基本目標 1 の名称を“低炭素・循環型のまちをつくる”に変更している。 
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6. 地球環境に関わる環境目標 
前述のとおり、基本目標の 1 つは地球環境を対象としている。その中では、
表 2 に示すように地球温暖化・エネルギーと廃棄物に関する定量的な環境目標
が設定及び改定されてきた。留意点として、各年度の区内年間二酸化炭素排出
量及びエネルギー消費量は、オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・
温暖化防止プロジェクト」の算定結果を利用しており、最新公表データは 3 年
前のものであることを付記する。 
区内の年間二酸化炭素排出量の目標は、2003 年改定から 2013 年改定まで、
1990 年比で 2%の削減である。ただし、この目標は 2013 年改定では暫定目標
とされ、区内年間エネルギー消費量の削減目標が併記された。これは、東日本
大震災を契機とした原子力発電所の稼働停止により、消費エネルギーあたりの
二酸化炭素排出量の係数（原単位）が上昇し、二酸化炭素排出量を指標とした
政策的評価が困難となったためである[12]。2018 年改定では、改定時に環境省
が掲げていた目標（2020 年において 2005 年比で 3.8%の削減）を、新たな目
標として設定している[18]。区内の年間二酸化炭素排出量は、2001 年度から 2015
年度まで増減を繰り返しているが、2015 年度の排出量は 2018 年改定の目標を
既に下回っている。区内年間エネルギー消費量は、2013 年改定での目標（2010
年比で 10%の削減）を達成している。2018 年改定では 2010 年比で 12%削減
を掲げたが、2015 年度の結果で既に達成している。二酸化炭素排出量及びエネ
ルギー消費量は社会・経済などの外部環境の影響を受けるため、適格な目標値の
設定は容易なことではないが、少なくとも目標設定の根拠を示すことが望まれる。
併せて、着実な削減には、これまでの施策効果の評価、解析が必要である。 
廃棄物に関する主要な目標は、区民一人 1 日あたりごみ排出量及び資源回収
率である。ここでのごみとは、区が収集する一般廃棄物（家庭ごみ及び事務所
などの業務系ごみ）である。区民一人 1 日あたりごみ排出量は、各改定時の目
標を下回ることはないが、2003 年度以降なだらかに減少している（2017 年度、
23 区内で最小[19]）。資源回収率（資源回収量÷（区ゴミ収集量＋資源回収量））
は、なだらかに増大してきたが、近年横ばいの状況である。この指標は、収集 
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表 2 地球環境に関わる環境目標と達成状況 
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した廃棄物のうちどれだけ資源として回収したのかを示している。資源回収率
の目標設定には、一般廃棄物のうちどれだけが資源化可能であるかをある程度
正確に把握する必要があると思われる。これら二つの環境目標では、2013 年改
定以降、目標値と現実との乖離を解消する傾向がみられる。 
 
7. 生活環境に関わる環境目標 
生活環境を対象とした基本目標は、公害防止の環境目標を掲げている。環境目
標を大気、水質、化学物質、騒音、その他に分類して表 3 に示した。 
光化学スモッグは、光化学オキシダント（主としてオゾン）を原因物質として、
粘膜や気管支への刺激、アレルギー症状や喘息の悪化をもたらすものである。杉
並区では、1970 年に光化学スモッグ被害が確認された[13]。2003 年改定では光化
学スモッグ被害届出者数 0 人が目標として設定され、2012 年度までに概ね達成さ
れた。2013 年改定では、原因物質である光化学オキシダント濃度の環境基準達成
が目標とされたが、対象期間に達成されることはなかった。光化学オキシダント
の環境基準は短期的評価（1 時間値が 0.06ppm 以下）であり[20]、全国的にも環境
基準の達成率は著しく低い（2016 年度の国内達成率 0.1%[21]）。この状況を踏まえ
て、2018 年改定では、光化学スモッグ注意報発令回数 0 が目標とされている。光
化学オキシダントは、窒素酸化物と非メタン炭化水素（後述の VOC を含む）の
光化学反応により生成される。窒素酸化物のうち二酸化窒素は、2003 年改定で環
境基準（1 日平均値が 0.04～0.06ppm またはそれ以下[20]）とは別の目標（年平均
値 0.03ppm 以下）を定め達成している。区の大気汚染対策は、固定発生源（ボイ
ラーなど）と移動発生源（ガソリン・ディーゼル車）が対象と考えられる。前者
では該当する区内事業者への法・条例に基づく指導が可能であるが、後者の交通
量は後述の道路交通騒音と同様に広域的な問題である。 
河川の生物化学的酸素要求量（BOD）は、微生物が水質浄化に必要とする酸素
量であり、水質汚濁に関する環境基準の指標の 1 つである[22]。環境基準が指定さ
れている河川は神田川（C類型、BOD 5mg/L）及び妙正寺川（B類型、BOD 3mg/L）
である。2017 年度では、神田川年平均 0.8mg/L（0.5～1.1）、妙正寺川年平均 1.4  
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表 3 生活環境に関わる環境目標と達成状況 
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mg/L（0.5～2.9）である[23]。2010 年改定以降、区は神田川を対象として、環境
基準とは別に BOD の環境目標（0.8 及び 1.0mg/L）を設定してきた。表 3 の BOD
年平均値（年 4 回の水質調査結果の平均）は目標に近い値を示すが、1 回毎の BOD
の測定値は必ずしも目標を下回っていない[23]。これは、降雨時の合流式下水道（汚
水と雨水を集めて扱う）からの放流と関係するが、区だけで実施可能な対策は限
られており、東京都との連携が必要である。このような状況において、2018 年改
定では、環境基準達成が目標に設定されている。 
適正管理化学物質排出量は、東京都の条例に基づき[24]、指定化学物質 58 種を
年間 100kg 以上使用する工場・指定作業場が報告する使用量（出荷量、排出量、
移動量）のうち、環境へ排出される量である。区内で使用される適正管理化学物
質は、主として揮発性有機化学物質（VOC）であり、トルエン、キシレン及びヘ
キサンの合計で全排出量の 7 割を占める[23]。2013 年度以降、排出量は減少し 2013
年改定の目標を達成しており、2018 年改定ではさらなる削減目標を掲げている。
VOC はそれ自体が有害なだけでなく、光化学オキシダントの生成に関わるため、
VOC 対策は区内の大気汚染対策としての意義もある。大気ダイオキシン類は、環
境基準（年平均値 0.6pg-TEQ/m3 以下）が設定されている。区内の年平均値は減
少しており、区は 2010 年改定以降、環境基準よりも低い目標を掲げている。大
気ダイオキシン類は燃焼過程で生成される物質であるため、2003 年改定では野焼
き 0 件を目標に定め達成している。 
環境目標で対象とする騒音は、環境基準（用途地域、昼間・夜間で別）が設定
された道路交通騒音である[25]。区内道路交通騒音の環境基準達成率は 30~36%程
度である。これは昼間よりも低く設定されている夜間の環境基準の達成が困難で
あるためである（2017 年度環境基準達成率は昼間 68.2%、夜間 36.4%[23]）。道路
交通騒音は、区内の自動車保有率などローカルな状況だけでなく、流通網に伴う
幹線道の交通量など都市の特性に依存する広域的な問題である。 
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表 4 自然環境に関わる環境目標と達成状況 
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8. 自然環境に関わる環境目標 
自然環境に関わる施策は、表 4 に示すように、主として緑生を対象としてい
る。留意点は、緑生に関する調査は 5 年毎に実施されていることである[26]。緑
被率等は、航空機を用いた調査結果（実画像や赤外線画像）を利用しており、
測定方法の変更により精度が向上している。その反面、精度が異なる結果を比
較することが困難なことも想定される。 
緑被率は、“上空から見て、樹木や草地などの緑で被われた面積が区全体の
面積に占める割合”である[13]。区緑被率の調査は、1972 年以降 5 年毎に行っ
ている。2003 年改定以降、緑被率の目標は上方修正され、2018 年改定では 25%
以上である。区の緑被率は、23 区内で練馬区、世田谷区、港区に次いで 4 番目
に高い[26]。区は公共空間の緑化や区民緑化の助成などを行っているが、農地、
屋敷林など私有地のまとまったみどりの保全が課題である。 
接道部緑化率は、“敷地の道路に面した部分（接道部）の生け垣や植込みな
どで緑化された延長が、接道部延長に占める割合”である[13]。これは、区民の
身近な緑化により連続したみどりの形成（“みどりのベルトづくり”）をめざす
ための指標である。接道部緑化率の目標は、2003 年改定以降、上方修正され、
2013 年改定以降では 30%以上である。前述の緑化率に比べると、区民が取り
組みやすい緑化の指標と考えられる。 
2003（平成 15）年以降、杉並区区民意向調査の質問項目として、“みどりと
水のふれあい”が追加された（選択肢：良い、まあ良い、あまり良くない、悪
い）[27]。2010 年改定では、肯定的な意見（良い、まあ良い）の比率 75%以上が
目標とされ（2016 年度達成）、2018 年改定では 80%以上が目標とされている。
区民意向調査の結果を用いて環境基本計画を評価することに関しては後述する。 
 
9. 都市環境及び区民協働に関わる環境目標 
都市環境では環境美化を対象とし、区民協働では総合的な環境配慮活動を対
象として、主要な目標が掲げられている。表 5 及び 6 に示すように、都市環境 
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表 5 都市環境に関わる環境目標と達成状況 
 
 
及び区民協働に関する主要な環境目標の数は近年減少している。表 5 及び 6 の
環境目標の方向性は、複数の具体的な施策に数値目標に掲げて結果を評価する
形式から、区民がどのように捉えているかを評価する形式へと変化している。
イベント参加者数、団体登録数などを数値目標に設定することは可能であるが、
エネルギーや環境汚染などの対策とは異なり、啓発活動の環境保全・改善への
寄与を定量的に評価することは困難である。啓発活動が、行動計画（環境基本 
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表 6 区民協働に関わる環境目標と達成状況 
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計画）の主体の一部である区民の考えや行動に変化を与えたかどうかを評価す
ることが望ましいと考えられる。環境活動に積極的な区民だけでなく、新たに
関心をもつ区民が環境に配慮した行動を行うように導く必要がある。杉並区区
民意向調査では、2012 年以降、“環境に配慮した行動について”としていくつ
かの詳細な質問が設定されている[16]。これは環境施策における区民協働の貴重
な情報である。この調査結果を用いた環境目標“環境に配慮した行動をしてい
る人の割合”（表 6）は、環境配慮行動の実施について自己評価をすることによ
り、区民の役割を改めて明確にするものである。 
 
10．結言 
杉並区環境基本計画は、区の基本構想及び環境基本条例を根拠とした、環境
分野に関する行動計画である。この計画は、区民、事業者、区の役割を 5 つの
基本目標に対する環境配慮行動として示している。その中で、区は、環境目標
を中心とした具体的な目標を基本目標毎に設定し、その達成状況を環境白書で
公開している。この計画は、1996 年の策定後、4 回改定され、その間の変遷に
は、時々刻々と変化する社会情勢が反映されている。これまでに杉並区の環境
は着実に改善しているが、今後、持続可能な社会を構築するためには、区内外
の連携・協力が不可欠である。河川 BOD、光化学オキシダント、道路交通騒
音などは区の対応に限度があり、広域行政との連携が必要である。ごみの分別、
節電などは、区民・事業者の協力を得なければ実現不可能である。区の役割を
明確にし、区民・事業者の理解、協力を得るためには、目標設定の根拠や施策
効果の検証結果を示す必要がある。 
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